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研究ノート
賃金率と雁用
—おぽえ書きー一
堀 江 義
1. はじめに
雇用と賃金率との関係で言えば，この数十年，いわゆるフイリップス曲線の解釈をめぐ
る議論が中心であった，と言っても大誤はないであろう。この間に提示された多くの主張
・議論の中から何が否定され，何が生かされたか，今やこれ自体が一つの興味あるテーマ
ではある。
とはいえ，この問題は私の力量を越える。本論においては，より基礎的な視点から労働
市場のいくつかの側面を捉え，データに基づいて実証的に確認できることを「覚え書き」
として示しておこう。
2. 主な記号
まず，本論において用いられる主な記号を下に示しておく。
Y 実質GNP(兆円）： 1685暦年価格
k 民間企業実質資本ストック（兆円）： 1985暦年価格
L 就業者数（万人）
N 労働力人口（万人）
U 失業者数(=N-L)
P GNPデフレーター： 1985暦年基準
Pc 家計最終消費支出デフレーター： 1985暦年基準
W 常用労働者現金給与月額（万円）
u 失業率（彩） (=1-L/N) 
w 実質賃金率 (=W/P)
g(x)クの対前年変化率
[ARNA] 
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資料：
[ARNA] 経済企画庁「国民経済計算年報」
[NEAQJ 経済企画庁「季刊国民経済計算」
[ROTN] 総務庁「労働力調査年報」
[KETN] 日本銀行「経済統計年報」
3. 労働に対する需要
まず通常の教科書的な仮定に従って，マクロの生産関数を
(1) Y=F(K, L) 
と表そう。そうすれば，完全競争市場の下で，企業は利潤極大行動をとるものとして，次
の式が成立することは説明を要しないだろう。
(2) W/P=8Y/8L 
この式をLについて解くことにより，
(3) L=f(K, w) ; ただしIは関数記号， a11aw<o
がえられる。これが労働に対する需要関数である。
理論の次元としては， (3)はこれでよい。しかるに，完全競争を仮定するのは現実に必ず
しも即したものではないであろうし，また企業が短期の利潤を極大にすると考えることも
日本の企業に関しては妥当しない，ということも今や通説である。はたしてそのような理
由によるものか， (3)のような形式を実証的に確かめた研究はまだ見あたらない。
いま， (3)を厳密に限界生産力説に基づくものとは解釈せずに、もっとゆるやかに，単に
LがKとW との関数である， と解するならばどうであろうか。試みに，次のように関数
を特定化してみよう。
(4) ln(L) =ao+a血(K)+a血(w)
ただし，上の式において誤差項は省略されている。
この式を推定した結果を次に掲げよう。なお，以下に於て特に記さない限り推定の期間
は1970-91暦年である。
(E 1) ln(L) =7. 5189+0. 2522/n(K)-o. 2907/n(w) 
(147. 4) (14. 6) (6. 8) 
RF=O. 9825, SE=O. 0091, DW=O. 97 
上の記号に関しては， RF=自由度修正済み決定係数， SE=標準誤差， DW=ダービン
・ワトソン比である。 また， 推定値の下の括弧の中の数値は t値の絶対値である。以下
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においても推定結果の表現形式は同じである。
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上の推定に当たって，資本ストックkについては前年末の値が用いられている。実質賃
金率を求める際のPとしては， GNPデフレーターを採用している（その代わりに消費者
物価指数も利用してみたが，結果はかえって悪くなる。）。
ところで， (El)は， DWの値を除いて，極めて良好な結果と言える。推定された係数
は，有意水準1%においてすべて有意である。しかし，さらに改善されたものとして， も
う一つの結果を示そう。
(E 2) ln(L) =7. 3489-0. 3520D+o. 3020/n(K) + (0. 2366D-O. 3835)/n(w) 
(99. 6) (3. 2) (12. 8) (2. 9) (7. 9) 
RF=0.9924, SE=0.0060, DW=l.98 
ただし， D=0(1970-85年）， D=1(1986-91年）
労働市場の変貌という点から考えて，二つの石油危機が分岐点ではないか， との予断に
基づいて，ダミー変数を他にも設定してみたが，結果としては上記以外には有意なものは
えられない。われわれは，労働市場に関しては1985年のいわゆる「プラザ合意」以降の変
化をもつと注目すべきかもしれない。
4. 労働の供給
労働供給関数については，理論のレベルで言えば，ケインズと古典派との間に違いがあ
る。しかし，統計データを利用する観点からすれば，労働供給とは労働力人口Nに他なら
ない。本論におけるわれわれの分析においては，労働人口は外生的なものとされている
が， Nがどんな要因によって影響を受けるかについては後の節において別個に取り上げよ
う。いずれにせよ
(5) L+U=N 
である。さらに，ここでは労働需要と雇用量とは同じものとして取り扱われている。企業
の末充足需要に関する信頼しうるデータがえられるならば，両者は区別して取り扱われる
べきものである。
5. 失業率の決定
雇用の決定は，同時に失業率の決定でもある。われわれは， (E2)式によって雇用が決
定されるものとしよう。同式を書き換えるならば，
(6) L=Aた w/3
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w 
? ???? u 
第1図
ただし,A=exp(7. 3489-0. 3520D), a=O. 3020, {J=O. 2366D-O. 3835 
がえられる。この式を K,w によってそれぞれ偏微分することにより，
(7) 6L/6K=a:L/氏>O,6L/6w= {JL!w<o 
が成立するが，これは需要関数の特徴を示すものとして妥当なものであろう。
次に， (6)を用いて失業率を計算すれば．
(8) u=1-AKd,w/3/N 
がえられる，ここに，失業率はKおよびWの関数として決定されることになる。これを，
便宜上「失業率関数」と呼んでおこう。
いま， Kが外生的に与えられるものとしよう。その上で'uと W との関係を図に表せ
ば，第1図の曲線のようになる。
図において曲線 U佑(K1)および U約 (K2)はそれぞれ， 資本ストックが K1,K2 (た
だし．氏<K2)の場合の失業率関数である。 K,Nが一定である限り，実質賃金率の上
昇は失業率を上昇させるだろう。
6. 賃金率の決定
前節においてわれわれは．賃金率が失業率を決定するプロセスを見た。今度は，逆に失
業率が賃金率を決定するプロセスを考えてみよう。ここでは，それがフイリップス曲線に
よって説明されるものとしよう（のちに見るように，賃金率は• K, NおよびPの関数と
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して表すことができる。）。われわれの推定によれば，この曲線は，
(E3) g("W)=-5.2512+17.6848/u← 1/4)+0. 8113g(P) 
(4. 3) (6. 1) (7. 1) 
RF=0.9626, SE=l.335, DW=l.99 
としてえられる。ただし, u(-1/4)は前年10月から12月に至る4半期のデーターを用い
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ている。
このように失業率にラッグをつけたのは，賃金率の決定に当たっては， いわゆる「春
闘」の形式が大きな影響を持っていることを考慮したためである。その場合，時期的には
同年の失業率よりは前年のそれが重視されているはずであり，さらに言えば，前年一年間
の平均値ではなく，比較的近い時期のそれが重要であろう。通常，失業率にラッグをつけ
ない推定式が多いようであるが，その場合には，たとえ推定給果が良好であるとしても，
えられた結果は失業率が賃金率を説明しているものなのか，逆に，賃金率が失業率を説明
しているものか，その因果関係は必ずしも明確ではない。本論においてわれわれはすでに
(8)を持っているのであるから，それと区別して， (E3)は失業率が賃金率を説明する関数
と解する。
7. 賃金率と失業率
さて， g(P)を外生変数として，前年の賃金率が与えられるならば，推定式 (E3)は，
第2図の曲線 WWのように表される。
w 
WW 
w. 
? u,'U。 u 
第2図
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同じ図に(8武の曲線 uuを描くならば，われわれは．当年における賃金率と失業率がど
のように決定されるかを説明することが出来るだろう。まず，図の Uo点において前年 (10
月~12月）の失業率が与えられたとしよう。それによって，今年の賃金率 Wは W1に決
定される。この W1から UUによって今年の失業率約が決定される。もし偶然に uu曲
線が図のB点を通る場合には，失業率は前年と同じ値になる（厳密には，前年の第4半期
の値と等しくなる。）。
これらの値によって，次年は両曲線が共にシフトして，同様のメカニズムにより，次年
の W と U とが決定されるわけであるが，その場合に， これらの変数の変化の大きさを
左右するものが K,NとPとであることも明らかである。このことは少なくとも財市場
の状態が賃金率と失業率とに影響を与えることを意味する。もし仮に (Nを定数として），
Kの値が変化しないとすれば， 次年の賃金率と失業率は Utヽ 曲線に添って共に上昇する
か，共に下落する。このことは，ラッグの付かない U とg(W)とを座標軸とした場合の
フイリップス曲線が「右上がり」となること示唆する。
8. 賃金率の決定ー再論ー
以上によっては，賃金率と失業率との相互関連性についての一つの考え方が示された。
その際，われわれは従来のフイリップス曲線を一方の説明要因として採用したが，統計的
信頼度という点からして，まだ他にも採用しうる推定式は見つけられる。この節では，賃
金の推定式を他にいくつか示そう。
(E4) ln(W) = 17. 4336+0. 5995/n(K)-2. 3077/n(N)+ 1. 0725/n(Pc) 
(4. 6) (5. 7) (4. 8) (16. 6) 
RF=0.9978, SE=0.0249, DW=l.11 
(E5) ln(W) =5. 3076+0. 3290/n(K)-O. 8793/n(N) + 1.3622/n[P(-3/4)] 
(2.4) (5.4) (3. 1) (32,2) 
RF=0.9993, SE=0.0131, DW=l.59 
(E6) ln(W) =7. 8434+0. 3822/n(K)-1. 1824/n(N) + 1.3148/n(P) 
(3. 1) (5.5) (3. 7) (27.5) 
RF=0.9990, SE=0.0153, DW=l.33 
これらの式のうち， (E5)における P(-3/4)は，前年度（会計年度）のGNPデフレ
ーターの値である。 3個の推定式は，いずれも極めて相関度の高いものであり， RFの値
はすべて (E3)のそれよりも大きい。また，係数の信頼度は (E5)の定数項を除いてす
べて有意水準1飴で有意である。しかし， 3個の式のうちで物価指数の係数の信頼度が最
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も高いものもまた (E5)である。
前節においても述べたように，ラッグ付きの物価指数を用いた場合には，物価から賃金
率への因果関係は明確である。 しかし， (E4)あるいは (E6)のようにラッグが付いて
いない場合には， 物価と賃金率との因果関係は必ずしもはっきりしない。 DWの値も参
考にするならば， (E5)が最も信頼しうるのではないだろうか。なお，上のいずれの式も
対数目盛りによる表示になっているが，対数をはずしても良好な結果がえられる（ただ
し，その場合は定数項にダミー変数を用いないと DWの値が小さくなる。）。
もう一つ，参考として実質賃金率に関する推定式を示しておこう。
!n(W/Pc) =O. 4122/n(K)-0.1357/n(N) 
(18. 0) (8. 8) 
RF=O. 9446, SE=O. 0455, DW=O. 15 
9. 雇用の決定ー再編一
次に．雇用についても他にいくつかの推定を考えることができる。それらのうちで，か
なり信頼度の高いものを選んで次に示しておく。
(E 7) ln(L) =7. 0344+0. 3255/n(Y)-O. OOSln(W) 
(153. 0) (21. 1) (4. 9) 
RF=O. 9899, SE=O. 0069, DW=l.17 
(ES) ln(L) =6. 6681 +o. 2804/n(P) +o. 3567/n(Y)-O. 2622/n(W) 
(51. 3) (3. 0) (21. 3) (3. 6) 
RF=O. 9927, SE=O. 0058, DW=l. 20 
(E9) ln(L)=7.450o+02560ln(K)+o. 3569/n(P)-0. 3342/n(W) 
(45. 3) (13. 1) (2. 3) (3. 1) 
RF=O. 9818, SE=O. 0093, DW=l. 00 
(E 10) ln(L) =1. 0009/n(N)-O. 0240/n(W) 
(2133. 0) (7. 3) 
RF=0.9984, SE=0.0028, DW=0.48 
これらのうち， (E7), E8)には ln(Y)が説明変数として用いられているが，これを
ln(K)に置き換えると推定結果は確かに悪くなる。しかし， これは理論上の問題である
よりはデータの精度の問題であろう。周知のように，実質資本ストックのデータを作成す
るには色々な困難を伴うのであって，その点を考慮し， さらに Kが民間ストックのみで
あることも考えれば， E(9)は (El)と同様に信頼度の高いものと言えるだろう。
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10 労働力人口の推移
前節の推定式にも現れているように， LとN との間には非常に強い関連がある。特に，
DWの値が小さくなることに気が付く。これをどう解釈すべきか。労働力人口 Nの大き
さを意識して雇用が決定されると考えるのが一つの解釈であろう。そこで，試みに産業別
に雇用の推移をデータによって追ってみるならば，実はそこには年々かなりの大幅な変動
があることがわかる。このことは，各産業（あるいは企業）は労働力人口の動向を意識し
て雇用を決定しているわけではない，ということを示すものに他ならない。
そうであれば，逆に雇用の動向が労働力人口に影響を与えていると解さねばならないだ
ろう。しかも，このような影響は，男女の別によってかなり大きさが異なる。この点はし
ばしば指摘されてきたところである（たとえば，「経済白書J1992年度版， p.67)。もしそ
うであるならば，労働力人口 N と就業者数Lとの間には強い相関関係が生じるはずであ
り，われわれとしてもこの点を確かめておきたい。
試みに．．総務庁統計局「労働力調査年報」のデータによって
N=ao十a1Q+a2..dL
を推定してみよう。ただし， Qは同年の15歳以上人口， ,JLは前年からの就業者数の変化，
を表す。また，推定の期間は1956~1991年である。その結果，男女いずれのケースにおい
ても決定係数は0.92以上というように強い相関関係が確かめられる。しかし，男子につい
ては，係数 azのt値（絶対値）が小さく，有意水準596においても有意とはならない。
そこで，ダミー変数等を利用して上の式を男女それぞれについて少し変形した式を用い
てみよう。その結果，次のような各式がえられる。なお， Tは 1956年の値を1とする時
間変数（整数）である。
男子：
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N=517. 5+0. 6821Q-55. 04D 
(13. 0) (63. 5) (4. 0) 
RF=O. 9962, SE=24. 4, DW=O. 50 
ただし， D=O(1956~198晦）または D=l(1981~1991年）
N=391. 4+0. 7367Q(-1)-0. 14331'2 
(6. 0) (36. 8) (4. 7) 
RF=O. 9972, 8_E=20. 9, DW=O. 79 
N=887. 4+0. 5715Q(-l)+O. 37311'2+ 1613. 3D1-0. 4015D1Q(-l) 
(11. 0) (21. 6) (4. 3) (6. 4) (6. 3) 
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RF=0.9990, SE=12.4, DW=0.99 
ただし， D1=0(1956~1973年）または D戸 1(1974~1991年）
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・上の各式は，いずれも決定係数は非常に大きいにもかかわらず DWの値が小さいのが
共通の欠点である。
女子：
N=810. 3+0. 2978Q+2. 9434D・.dL-79. 6Dサ93.9D2
(8.1) (11.1) (5. 2) (2. 8) (3. 2) 
RF=O. 9708, SE=42.1, DW=O. 89 
ただし， D1=0(1956~73年） or 1(1974~91年），
D2=0(1956~78年） or 1(1979~91年）
上の各式の係数推定値は，男女いずれの場合にも1彩有意水準において有意である。こ
の結果として，男子については，労働力人口は雇用情勢によって特に影響を受けるところ
はない， と見られる。しかし，女子については事情が逆である。しかも，雇用情勢は，ニ
つの石油危機をはさんで構造的に変化しており，それが女子の労働力人口の動向にも明確
に反映していることが読み取れる。
ついでながら，男子に関して，労働力比率 (N/Q)の推移を推定式を下に掲げておこ
う。
N/Q=O. 8614-0. 0028(T + l)+O. 0099D1 
(378. 6) (15. 3) (2. 5) 
RF=O. 9506, SE=O. 0059, DW=O. 50 
ただし， D1=0(1955~73年）または1(1974~91年）
以上のような特徴を見た上で，次に男女の区別をせずに，男女の合計としての労働力人
口が雇用の変動に反応しているかどうかを確かめてみよう。その結果として，次の諸式が
えられる。
(Ell) N=l099. 9+0. 5065Q+o. 9554.dL 
(18. 6) (70. 6) (3. 8) 
RF=O. 9933, SE=51. 6, DW=O. 62 
(E 12) N= 1328. 6+0. 4763Q+o. 7308.dL+ 106. 4D 
(18. 8) (52. 9) (3. 5) (4. 4) 
RF=O. 9957, SE=41. 5, DW=O. 84 
(E 13) N= 1439. o+o. 4672Q+ 1. 8013DLIL 
(24. 5) (61. 3) (7. 7) 
RF=O. 9965, SE=37.1, DW=O. 92 
145 
454 闊西大學「継清論集」第43巻第3号 (1993年7月）
これらの式は， DWの値を除いて， 非常に信頼度の高いものである（なお， Qに前年
の値を用いるならば DWの値は改善されるが，系列相関無しと判断できるまでには至ら
ない。）。かくして，必ずしも全ての点で満足のいく結果ではないが，労働力人口が，全体
として雇用の動向によって影響を受けることを示すためには充分であろう。
1. いくつかの示唆
本論は，何か一つの積極的な命題を提示することを目指したものではないが，示された
結果のいくつかは，従来のよく知られた命題あるいは定理，を検討する際のヒントを与え
てはくれるであろう。その一つは，フイリップス曲線の解釈に関するものであり，これに
ついてはすでに第7節において述べた。
次には， (EB)式を取り上げてみう。この式の左辺は， ln(l -u) +ln(N)と書きえ変
ることが出来るから，簡単化すれば (EB)は，
ln(l-u)=a。+a1ln(Y)+C
ただし， C=a2ln(P)-a3ln(W)-ln(N)
と表せる。上の式は，端的に実質GPNと失業率との関係を示すものであり，もしCの値
が定数に近い動きを示すならば，両者の関係は安定的なものとなるだろう。もし安定的な
関係がえられるならば，それが「オークンの法則」に他ならない。さらに簡単化すれば，
ln(l-u)=-(u+が/2+が/3+……）
において， Uの値は大きく見ても0.03程度であるから．上の式の2次以上の項を無視して
もそれほど誤差はないだろう。
こんどは (E7)式を見よう。これは，推定結果としては (EB)に劣るものであるが，
しかし次の式よりは良好な結果をえられることは，推定してみるまでもなく特定化式を比
較することにより明らかである。
ln(Y/L) =ao+ailn(W) 
この式が，有名な CES生産関数の基礎となるものであることは言うまでもない。そう
であれば， CES関数を採用することは，より良好な結果は捨てざるをえないことを意味
するのではないだろうか。
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